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オンライン実施は
討論型世論調査の代表性を
改善するのか？
浜岡原発再稼働と地元合意をテーマとした
ミニパブリクス型熟議実験の結果から
Do online deliberative polls improve representativeness?:
A case of mini-publics deliberation experiment on the restart of 
Hamaoka Nuclear Power Plants and local agreement
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R e f e r e e d 

P a p e r

従来の対面型とオンライン型の討論型世論調査で参加者の代表性にどのような違いが生じうるのかを，
ミニパブリクス型熟議実験の郵送調査票調査の結果から検討した。結果，オンライン実施によって対
面型で生じうる歪みを解決することは難しく，男女，世代，教育歴，意見の分布はむしろ偏ってしまう可能性
が示唆された。

討論型世論調査，代表性，ミニパブリクスキーワード

　近年，世論調査の手法としてDeliberative poll
（討論型世論調査，以下DPという）が注目され，
日本でも実施されてきた。DPは，無作為抽出
した市民による討議を政策決定等に利用する
ミニパブリクスの一つである。他にも，市民陪審
員，計画細胞，コンセンサス会議等があり，熟議民
主主義の実践として注目されてきた（篠原編，
2012）。
　DPでは，無作為抽出した市民に質問調査を
実施し，さらに回答者から募った150～300人が
集まり討議する（Fishkin，2009a，訳，2011）。参加
者は10～15人のグループに分かれて討議し，そ
こで出された疑問を全体会議で専門家に訊ね
るというサイクルを繰り返す。態度の変化を捕

捉するため，討議の2か月前，討議当日会場到着
時，討議終了後の三時点で質問調査が実施され
る。他のミニパブリクス手法と比べて，厳密な無
作為抽出を重視している点，合意を求めない点
に特徴がある（坂野，2012）。DPの考案者であ
るFishkin（2009a，訳，2011）は，従来の世論調査
が「生の世論」であるのに対して，無作為抽出さ
れた市民の熟議を経た意見は「洗練された世論」
であるとしている。
　日本で最初の公認DP1）は，2009年に道州制の
是非をテーマとして神奈川県内で実施（道州制
DP）された（坂野，2010）。2010年には，2回にわ
たり藤沢市の現状と今後の政策課題を対象にし
たDP（藤沢市DP）が実施されている（慶應義
塾大学DP研究会，2010a；2010b）。北海道では，
2011年にBSE問題を，2014年に札幌市の雪対策
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　参加者が一堂に会する対面型DPは，旅費や
宿泊費の支払いに大きなコストがかかる（曽根，
2012）。また，移動や宿泊は参加者にとっても
大きな負担であり，参加者構成を歪ませかねな
い（坂野，2017）。時空間の制約が少ないオンラ
イン型での実施は，コストを削減し，従来は参加
できなかった人々の参加機会を広げる可能性が
ある（Fishkin，2009a，訳，2011；坂野，2017）。一
方で，デジタル・ディバイドによって参加者の代
表性に問題が生じることも危惧される（Fishkin，
2009a，訳，2011）。オンライン実施によって参加
者の代表性に問題が生じないのかを，慎重に検
証する必要がある。

　本稿の目的は，対面型とオンライン型のDPで，
参加者構成にどのような違いが生じうるのかを
明らかにすることである。ミニパブリクスの中
でも，世論調査であるDPでは参加者が市民全体
を代表しているかが特に重視される。これまで
実施されたDPでも，代表性の検証がされてきた3）。
　まず，参加者の抽出方法について議論がある。
エネルギーDPでは，Kish法によるRDD方式で
参加者を抽出したことの問題点が指摘されてい
る。第三者検証委員会は，RDD方式では固定
電話を所有していない人が多いひとり暮らしや
若年層が過少に代表されることから，調査対象
者の選出段階での偏りや無回答バイアスの存在
を指摘している（エネルギー・環境の選択肢に
関する討論型世論調査第三者検証委員会，2012）。
一方，菅原（2012）は，RDD方式による議論参加
者募集は，世帯比を人口比に改めるような重み
調整ができない点を指摘して，実際の参加者の
同居人数の分析から，第三者検証委員会の懸念
とは逆に世帯人数の少ない側，特に単身世帯が
過大に代表されていることを指摘した。
　参加率の低さも指摘されている。道州制DP
では，質問調査対象者のうち議論参加率は5%

を対象にした実施例がある（BSE問題に関する
討論型世論調査実行委員会，2012；札幌市・慶
應義塾大学DP研究センター，2014）。全国規模
では，2011年5月に年金制度のあり方をテーマ
としたDP（年金DP）が実施されている（慶應
義塾大学DP研究センター，2012）。2012年には，
福島原発事故後の国の「革新的エネルギー・環
境戦略」策定の参考とするために，「エネルギー・
環境の選択肢に関する討論型世論調査」（エネル
ギーDP）が実施され，政策につながる実践とし
て注目を集めた（エネルギー・環境の選択肢に
関する討論型世論調査実行委員会，2012）。
　一方，ICTの発達にともない，オンライン熟議
の可能性が議論されてきた。日本においても，
インターネットによって，時間的・空間的な制
約を超えて多数の人々が共通の問題や関心事を
議論できる新しい言論空間創出への期待があっ
た（吉田，2000）。しかし，インターネット上では
理性的な議論は難しく，無責任で差別的・暴力
的な表現が蔓延ることや，サイバーカスケード
と集団分極化によって社会的な分断が深まる
ことが危惧されてきた（荻上，2007；Hartz-karp，
2014；Sunstein，2017）。他方で，近年では，AIに
よる自動ファシリテーションを含め，炎上を抑
制しつつ活発で質の高い議論を実現するため
のオンライン議論支援技術の開発が試みられて
いる（Klein，2012；Ida et al.，2019；Nishida et al.，
2018）。
　DPにおいてもICTが導入されてきた。2000
年代前半にはアメリカの外交政策や大統領選
挙を題材にオンライン型のDPが実施された
（Fishkin，2009b）。最近では，Brexit後のイギリス
をテーマにインターネットを用いたDPが実施
された（Rantanen，2019）。日本でも，2015年に
日本学術会議を実施者とした「高レベル放射性
廃棄物の処分をテーマとしたWeb上の討論型
世論調査」（放射性廃棄物DP）が，テレビ会議形
式2）で実施された（日本学術会議社会学委員会
討論型世論調査分科会，2016）。

2. 目的



社会と調査　NO.26（2021 年 3 月）

54

る討論型世論調査実行委員会，2012）。しかし，
菅原（2012）は，居住地と会場の距離との関係を
考察し，東西では参加率に差がないものの，人口
規模の多い10都道府県と他の37府県では差が
あり，会場まで要する時間が参加率に影響を与
えている可能性を指摘した。また，原発は交通
の便の悪い地域に立地していることから，原発
周辺部の人々が過少参加であった可能性も指摘
している。
　エネルギーDPでは，参加者の意見分布の偏り
も検証されている。監修委員会の報告書では政
策態度，3つのシナリオの選好ともに参加者と非
参加者の間に有意な差は認められなかったとし
ている（エネルギー・環境の選択肢に関する討
論型世論調査監修委員会，2012）。菅原は，エネ
ルギー問題に興味，関心がある人，知識がある人
ほど討論に参加し「中間・無意見」の割合が低
いことから，参加者はより明確な意見を持った
人々であったと述べている（菅原，2012）。木下
と田中も，回答者全体と参加者とを比較した結
果，参加者の方が反対あるいは賛成の選好を持
つものが多く，「どちらでもない」と答えた中間
層の参加が不十分であったと指摘している。さ
らに，安全の確保，エネルギーの安定供給，地球温
暖化防止およびコストという4つの判断基準に
関しても，回答者全体と参加者の回答に有意差
が見られたことから，参加者の「記述的代表性」
が十分確保されていなかったと結論づけている
（木下・田中，2015）。
　オンライン方式ではどうだろうか。放射性廃
棄物DPでは，インターネット調査会社の登録モ
ニタから，年齢，性別，居住地の分布が母集団と
近くなるよう参加者を募った。参加者の年齢は，
ネットモニタの特性から70代以上が0人となっ
たが，20代から60代は母集団との間で有意差は
見られなかったとしている。学歴では高学歴
の割合が多く，居住地では原発立地県と非立地
県との比率は有意差がなかったとされる（日本
学術会議社会学委員会討論型世論調査分科会，

だった（坂野，2010）。藤沢市DPでは初回は8.5%，
2回目は5.4%，全国規模の年金DPでは4.2%で
あり，海外での実施事例に比べて極めて低いこ
とが指摘されている（坂野，2013）。
　参加者の属性や意見の分布も評価されてきた 4）。
道州制DPでは，男性が多いが，年齢，居住地，職
業は統計的に偏りがないと評価された（坂野，
2010）。年金DPでは，村上・荒牧（2011）は，男
女・年齢層・地域の分布は世論調査の回答者に
近い分布となったとしている。一方，柳瀬（2012）
も，女性が少なく世代間の偏りもあるが，概して
全国から満遍なく参加したと評価した。札幌市
の雪対策をテーマとしたDPでも，女性より男性
が多いものの，参加者と非参加者にはそれほど
大きな違いはないと実施報告書で結論づけられ
ている（札幌市・慶應義塾大学DP研究センター，
2014）。
　一方で，エネルギーDPでは参加者の代表性に
批判的な評価がなされている。林（2013）は，女
性が男性のおよそ半分であり，基本的な参加者構
成において問題が残ったと評価している5）6）。馬
場・小林（2013）も男女比と年齢構成の偏りを
指摘し，実施が学校の夏休み期間であったこと
から主婦層の参加が困難であったことや，RDD
方式の影響などを考えうる要因として挙げてい
る。また，川崎市で実施された子育て支援をテー
マにしたDPでは女性の方が多かったことから，
テーマの影響もありうると述べている（馬場・
小林，2013；和泉，2014）。細井は，女性の方が大
学教育で批判的思考や討論を経験する割合が
少なく，仕事を通じて社会的な問題を話し合う
機会も少ないと推測されることから，「社会的
問題に関する理性的な討論」という設定そのも
のに排除感を感じた可能性を指摘している（細井，
2014）。
　参加者の居住地域の偏りについては，全国規
模で開催されたエネルギーDPにおいて，実行委
員会は参加者と非参加者で有意な差はなかった
と分析した（エネルギー・環境の選択肢に関す
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挙人名簿から系統抽出した。最初の質問調査は
郵送法による調査票調査とした（以下「調査票
調査」という）9）。調査日程は，2019年3月7日～
19日までとし，4月17日到着分までを集計対象と
した。回答から対象者以外が答えたと考えられ
る回答などを無効として，有効回答を集計した。
　討議イベントへの参加依頼は，概要と参加条
件を調査票に同封して対象者に提示した。対面
型は，実施日時を2019年5月26日（日）10～17時，
会場を「JR静岡駅前の施設」10），7,000円および
交通費を謝金として提示した。オンライン型は，
実施期間を同5月20日～31日，メールが利用でき
る環境で，オンライン議論システム上で実施期間
中に5時間程度の討論に参加可能であることを
条件として，謝金5,000円を提示した。すべての
調査対象者は，両形式の参加依頼を受け取った。
　本稿では，調査票調査で，対面型討議イベント
に「参加できる」「予定がわからない・参加を迷っ
ている」を選択した回答者を「対面型潜在参加
者群」，オンライン型について同様の選択をした
回答者を「オンライン型潜在参加者群」とする11）。
どちらの形式にも参加意思表示を可能としたた
め，両群は互いに排他的ではない。また，両群を
あわせて「潜在参加者群」と呼ぶ。
　潜在参加者には，4月下旬に郵便と電子メール
を併用して最終的な意思を確認した。「対面型
のみ参加希望」「対面型を優先したい」という回
答者には対面型への，「オンライン型のみ参加希
望」「オンライン型を優先したい」という回答者
にはオンライン型への参加意思を確認した。「（参
加は希望するが）どちらでも良い」という回答
者は，性別・世代・居住地域のバランスを考慮
したうえで調査実施者が無作為に振り分けた12）。
返信がある程度集まった段階で，参加意思が確
認できた対象者の性別・世代・居住地域，浜岡
原発再稼働および県民投票への賛否の比率を確
認して，調査票調査回答者全体・対面型・オン
ライン型の3群間で近似するように，未返信者に
再度依頼を送付した。参加意思が確認できた者

2016；坂野，2017）。テーマへの関心や知識保有
量は，非参加者より参加者が高い傾向であった。
坂野（2017）は，ネットモニタを利用したオンラ
イン方式でも既存DPと同程度の代表性を確保
できたと評価している。
　以上，日本で実施されたDPの代表性の実態
と課題について，先行研究に基づき整理してき
た。たしかに，代表性の歪みは，参加者募集を兼
ねた質問調査の規模を大きくし，より多くのDP
参加希望者を集め，その中から市民全体の縮図
になるように選抜して調整すれば解消できる可
能性がある。しかし，日本で行われたDPでは参
加希望率が低く，そのような余裕は見られない。
また，コストの増大によりDPの実施可能性に影
響を与えかねない。特に対立的なテーマを対象
とし，その結果が公的決定に影響を及ぼす場合
には，実施者による参加者の選抜は恣意的な操
作と見なされる恐れもある。したがって，代表
性を確保するには，参加希望者の構成がどれだ
け母集団と類似しているかが重要になる。
　今後，ICTの発展とともに，オンラインでのDP
実施が増加する可能性がある。オンライン実施
の代表性への影響を明らかにすることは，学術
的にも実践的にも意義がある。

　本稿では「浜岡原発の再稼働と地元合意」を
テーマに実施した熟議実験7）から，世論調査と
討議イベントへの参加依頼を兼ねた質問調査の
結果をデータとして用いる8）。この熟議実験は，
JST戦略的創造研究推進事業による研究の一環
として実施したもので，DPを模して複数回の
質問調査と討議イベントで構成されている。討
議イベントは，一般的に実施されている対面型
と非同期のテキスト投稿によるオンライン型の
二方式で実施した。
　調査対象は，静岡県の有権者を母集団として
5,000標本を自治体ごとに人口比で割りつけ，選

3. データと方法
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為抽出した実験から検証することは，一定の意
義があると考える。
　ミニパブリクス型熟議実験においては，調査段
階ごとに対象者群と母集団の間でバイアスが生
じうる。はじめの質問調査の段階ではカバレッ
ジ誤差や無回答誤差が，討議イベントへの参加
表明や実際の参加の段階では自己選択バイアス
などがある。そこで，対面型潜在参加者群，オン
ライン型潜在参加者群，調査票回答者群の3群間
で社会的属性の構成比率や調査テーマへの関心
や意見の分布の違いを確認することで，どの段
階で，どのような偏りが生じているのかを明ら
かにしたうえで，潜在参加者群が，DPが目指す
「社会の縮図」たりえるのかについて検討して
いく。分析は「その他」「不詳」「非該当」「無回答」
のカテゴリを除いて，χ2適合度検定をして，有意
差があれば，二項検定（Bonferroni法で有意水準
を調整）を実施した。また，参加者傾向の違い
を明らかにするために，調査票回答者を「対面
型のみ」「オンライン型のみ」「どちらでも良い」「参
加希望しない」の4群でχ2独立検定をして，有
意差が認められた場合は残差分析を実施した。
検定はいずれも有意水準5％で，χ2検定はイェー
ツの補正なしとした13）。また，参考として実際
の参加者の情報も併せて示す。

　調査対象となった静岡県内の有権者5,000人
のうち，有効回答は2,052票（41.0％）であった。
有効回答の中で，対面型の潜在参加者は270人
（「参加できる」40人，「予定がわからない・参加
を迷っている」230人），オンライン型の潜在参加
者は266人（「参加できる」40人，「予定がわから
ない・参加を迷っている」226人）である。うち
203人が両群で潜在参加者となっている。
　続いて，社会的属性を見ていく（表1）。性別
は，対面型とオンライン型とも母集団の構成比
に比べて男性比率が高い。調査票回答者群では

4. 結果

は，討議用資料発送時点で対面型71人，オンライ
ン型59人であった。対面型討議イベントの当日
参加者は65人，オンライン型の初日参加者は51
人で最終日まで参加したのは46人だった。
　本稿では，実際の討議イベント参加者ではなく，
はじめの調査票調査時点での参加意向をデータ
として用いる。もちろん，調査票調査での潜在
参加者と実際の参加者とでは，その構成が異な
る可能性がある。しかし，今回の熟議実験は，上
述のとおり「どちらでも良い」とした回答者には，
実施者が対面型かオンライン型に振り分けて参
加依頼を出している。そのため，最終的な参加
者を対象とした分析では，対面型とオンライン型
の実施形式による参加意向の差を明らかにする
ことは難しい。調査票調査時点での参加意向を
分析することで，対面型とオンライン型のDPが
実施された場合の，それぞれの潜在的な参加者
層を分析対象とする。
　上記のように，オンライン方式で実施された放
射性廃棄物DPでも参加者の代表性が検証され
ている。しかし，坂野（2017）のように，過去の
対面型との比較では，参加者傾向の違いがオン
ライン実施に由来するものかどうかはテーマや
時期などの実施条件が異なるため検証困難であ
る。本調査では，そういった実施条件をコントロー
ルしたうえで，対面型とオンライン型の潜在的
な参加者を比較検証できる。また，放射性廃棄
物DPは基本属性の分布が母集団と近くなるよ
うにネットモニタから参加者を集めている。た
しかに，ネットモニタの中から募集すれば，属性
や意見の分布である程度偏りのない参加者を確
保することが可能かもしれない。しかし，特定
の調査会社のモニタ登録者しか討議イベントに
招待される可能性がないため，その結果がどれ
だけ社会に受容されうるのかは疑問が残る。学
術的な社会実験にとどまる場合はともかく，公
共機関が実施し，その結果が政策形成に影響す
る実践の場面では重大な問題となる恐れがある。
そのため，本調査のように選挙人名簿から無作
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が有意に多く「参加希望しない」が少ない。法
人経営者は「対面型のみ」「どちらでも良い」が
有意に多く，無職と年金生活相当は「どちらで
も良い」が少なく「参加希望しない」が多い傾
向が見られる。
　教育歴は，どの群でも前期中等教育程度（中
学校卒業相当）卒業者の比率が低く，高等教育
程度（大学卒業・大学院修了相当）卒業者の比
率が有意に高かった。独立性検定では，前期中
等教育程度と後期中等教育程度（高校卒業相当）
は「どちらでも良い」が少なく「参加希望しない」
が多い。短期高等教育程度では有意差が見られ
ない一方，高等教育程度は「オンライン型のみ」「ど
ちらでも良い」が有意に多く，「参加希望しない」
が少ない。
　居住地および居住地と会場との時間距離につ
いて検討する。回答者の居住地をUPZ圏内11
市町，東部，中部，西部の4エリアで分類したとこ
ろ，調査票回答者群と潜在参加者群ともに母集
団の比率との間で有意差は認められなかった。
会場まで要する時間を検討するために，回答者
が居住する自治体の役場から会場（静岡駅）ま
での所用時間を推定14）して検定したが，エリア
と同様に対面型もオンライン型も母集団との間
で構成比率に有意差は見られなかった。独立性
検定でも有意差は見られなかった。
　回答者の世帯状況をみると，対面型とオンラ
イン型ともに，静岡県全体と比べて持ち家居住
者の比率が高く，民間賃貸住宅居住者の比率が
低かった。調査票回答者群も同じ傾向で，持ち
家と医療・社会福祉施設居住者の比率が有意に
高く，賃貸住宅，給与住宅，寮の比率が低い。家
族構成では，配偶者の有無で，対面型とオンライ
ン型ともに未婚者の比率が低くなり，有配偶者
の占める比率が高い結果となった。小学生（12
歳未満）の子どもとの同居状況は，静岡県全体
と比較して，対面型，オンライン型ともに有意な
差はないが，調査票回答者群で有意に低い結果
となった。独立性検定ではいずれも有意差は見

女性比率が高いため，調査票回答者群と潜在参
加者群の間で構成比率が逆転していることにな
る。特にオンライン型潜在参加者群で女性比率
が低い。独立性検定では，「どちらでも良い」と
「オンライン型のみ」で男性の参加者が有意に多く，
「対面型のみ」では有意差は認められないことか
ら，オンライン型で女性参加が抑制される傾向が
確認された。換言すれば，対面型潜在参加者にお
ける男女差は主に「どちらでも良い」の部分による。
　年齢区分別では，オンライン型で潜在参加者群
の構成比率は母集団と類似している。対面型で
は母集団に比べて80代以上の高齢者比率が低
くなった。有意差はないものの，どちらの潜在
参加者群でも10代～30代の若者の比率が少なく，
40代～60代の中高年の比率が高い傾向が見られ
た。この偏りは性別と異なり，調査票調査群の
比率に似ており，その構成比を引き継ぐ結果と
なった。独立性検定では，70代で「オンライン型
のみ」が有意に少なく，50代では「対面型のみ」
が多いという結果になった。
　就業状況を見ると，電気・ガス・熱供給・水
道業の比率が，潜在参加者群でも調査票回答者
群でも高かった。年金生活者や学生，主婦・主
夫を含む「働いていない」は，調査票回答者群で
は静岡県全体よりも比率が高くなったものの，
潜在参加者群では有意に低い結果となった。ま
た，有意差はないが教育・学習支援業と医療・
福祉はいずれの潜在参加群でも静岡県全体に比
べて高い傾向を示した。卸売業・小売業の比率
は潜在参加者群で低い傾向を示したが，調査票
回答者群でも同様に比率が低い傾向が見られた。
就業上の地位は，学生・生徒の比率が潜在参加
者群，調査票回答者群のいずれも有意に低かっ
た。正規雇用者は，いずれの潜在参加者群でも
3割を超えているが，調査票回答者群では26.9％
と有意に低かった。学生・生徒以外の働いてい
ない層の比率が調査票回答者群では有意に高い
結果となった。独立性検定では，正規雇用と自
営業主で「オンライン型のみ」「どちらでも良い」
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適合度検定 独立性検定

潜在参加者群

調査票回答者群
(A+B+C+D) 静岡県

議論イベントへの参加意思（人） イベント当日参加者 (人 )

対面型 
（A+C）

オンライン型 
(B+C)

対面型 
のみA

オンライン
型のみB

どちらでも
良いC

参加希望 
しないD

対面型 
当日参加者

オンライン型 
初日参加者

回答者 (n) 270 266 2,052 67 63 203 1,719 65 51
性別 a 男 58.1% + x2=8.87 62.4% + x2=18.89 46.9% x2=3.99 49.1% 35 44 + 122 + 761 - x2=33.06 55.4% 62.7%

女 41.9% - p=.003** 37.6% - p<.001** 53.1% p=.05* 50.9% 32 19 - 81 - 958 + p<.001** 44.6% 37.3%

年齢区分 b 18歳以上30歳未満 7.8% x2=21.98 9.8% x2=12.41 7.6% - x2=138.75 12.2% 2 7 19 127 x2=39.20 6.2% 7.8%

30歳以上40歳未満 10.7% p=.001** 11.7% p=.05 n.s. 10.2% - p<.001** 14.0% 3 5 26 175 p<.001** 9.2% 15.7%

40歳以上50歳未満 16.7% 17.7% 14.3% - 17.0% 12 14 33 235 16.9% 25.5%

50歳以上60歳未満 18.5% 18.0% 14.5% 14.9% 16 + 14 34 234 - 18.5% 15.7%

60歳以上70歳未満 23.0% 22.6% 21.9% + 17.9% 15 13 47 375 26.2% 27.5%

70歳以上80歳未満 18.1% 14.7% 19.8% + 14.1% 16 6 - 33 352 16.9% 7.8%

80歳以上 5.2% 5.6% 11.5% 9.9% 3 4 11 - 219 + 6.2% 0.0%

# DKNA・不詳 0.0% 0.0% 0.1% ̶ 0 0 0 2 0.0% 0.0%

就業先の 
産業分類 b

農林水産業 2.2% x2=79.11 2.3% x2=80.66 2.7% x2=181.43 2.2% 1 1 5 49 x2=63.59 1.5% 3.9%

鉱業・採石業・砂利採取業 0.4% p<.001** 0.4% p<.001** 0.2% + p<.001** 0.0% 0 0 1 3 p=.11n.s. 0.0% 0.0%

土木・建設業 7.0% 6.4% 4.6% 4.3% 5 3 14 73 4.6% 3.9%

製造業 15.6% 15.4% 12.3% 14.2% 13 12 29 199 15.4% 15.7%

電気・ガス・熱供給・水道業 1.9% + 1.9% + 1.1% + 0.3% 1 1 4 17 0.0% 0.0%

情報通信業 1.1% 1.1% 0.9% 0.8% 0 0 3 16 0.0% 0.0%

運輸業・郵便業 3.7% 3.0% 2.6% 3.1% 2 0 8 43 6.2% 2.0%

卸売業・小売業 5.6% 4.5% 4.8% - 8.8% 5 2 10 82 9.2% 3.9%

金融業・保険業 1.9% 1.5% 1.2% 1.2% 1 0 4 20 3.1% 0.0%

不動産業・リース業 1.9% 1.9% 1.2% 0.9% 1 1 4 19 1.5% 2.0%

学術研究・専門・技術サービス業 1.1% 1.5% 1.2% 1.5% 0 1 3 21 0.0% 2.0%

宿泊業・飲食店 1.9% 3.4% 2.2% - 3.4% 0 4 5 36 0.0% 3.9%

教育・学習支援業 4.1% 4.5% 2.3% 2.4% 2 3 9 33 9.2% 2.0%

医療・福祉 10.7% 10.9% 7.7% 6.2% 7 7 22 123 9.2% 11.8%

その他のサービス業 5.6% 6.4% 5.7% 5.2% 2 4 13 97 4.6% 9.8%

公務 1.5% 1.9% 2.0% 1.7% 1 2 3 36 1.5% 2.0%

その他の産業 /複合産業 /分類不能 2.2% 1.5% 1.4% 2.1% 2 0 4 22 1.5% 0.0%

働いていない 31.1% - 30.8% - 44.8% + 40.4% 23 21 61 814 32.3% 37.3%

# その他・不詳・DKNA 0.7% 0.8% 0.9% 1.4% 1 1 1 16 0.0% 0.0%

就業上の 
地位 b

正規雇用 35.6% x2=44.54 36.5% x2=34.62 26.9% - x2=486.85 30.4% 23 24 + 73 + 433 - x2=47.73 33.8% 41.2%

非正規雇用 16.7% p<.001** 16.9% p<.001** 16.3% p<.001** 16.2% 11 11 34 278 p<.001** 18.5% 9.8%

自営業主 11.5% 11.3% 8.4% 7.6% 5 4 26 + 138 9.2% 9.8%

法人経営者 4.4% 3.8% 2.1% 2.8% 4 + 2 8 29 - 4.6% 2.0%

主婦・主夫 8.9% 7.5% 12.9% + 5.2% 8 4 16 - 237 + 16.9% 23.5%

学生・生徒 1.9% - 2.6% - 2.9% - 13.8% 0 2 5 53 10.8% 3.9%

無職・失業中 1.9% 2.3% 4.0% + 2.4% 2 3 3 - 75 1.5% 3.9%

退職者・引退など 18.9% 19.2% 25.8% + 19.1% 13 13 38 - 466 + 3.1% 5.9%

# その他・不詳・DKNA 0.4% 0.0% 0.5% 2.6% 1 0 0 10 1.5% 0.0%

教育歴 c 
在学中含む

前期中等教育程度 7.4% - x2=36.96 6.0% - x2=63.69 11.8% - x2=55.16 16.6% 7 3 13 - 219 + x2=35.31 6.2% 0.0%

後期中等教育程度 38.5% p<.001** 34.6% - p<.001** 42.6% p<.001** 43.9% 32 20 72 - 751 + p<.001** 35.4% 27.5%

短期高等教育程度 21.1% 21.4% 19.5% 19.9% 12 12 45 331 20.0% 35.3%

高等教育程度 30.7% + 35.3% + 23.5% + 18.8% 14 25 + 69 + 375 - 36.9% 35.3%

# その他・不詳・DKNA 2.2% 2.6% 2.5% 0.8% 2 3 4 43 1.5% 2.0%

居住地エリア a 東部 30.7% x2=4.33 32.0% x2=1.52 31.4% x2=2.88 33.1% 19 21 64 540 x2=7.19 27.7% 35.3%

中部 21.1% p=.23 n.s. 19.9% p=.68 n.s. 19.7% p=.41n.s. 19.4% 18 14 39 334 p=.62n.s. 27.7% 13.7%

UPZ:31km 28.9% 27.4% 25.1% 24.6% 19 14 59 424 26.2% 37.3%

西部 19.3% 20.7% 23.7% 22.8% 11 14 41 420 18.5% 13.7%

# 不詳・NA 0.0% 0.0% 0.0% ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 0.0% 0.0%

会場までの 
所要時間 a

15分以内 14.8% x2=5.53 12.4% x2=2.57 13.0% x2=0.44 12.7% 13 6 27 220 x2=18.21 20.0% 9.8%

30分以内 9.3% p=.35 n.s. 9.8% p=.77 n.s. 10.3% p=.99 n.s. 10.3% 9 10 16 176 p=.25n.s. 7.7% 7.8%

60分以内 33.7% 32.3% 29.0% 29.2% 22 17 69 487 40.0% 41.2%

90分以内 32.6% 35.7% 35.4% 35.5% 20 27 68 611 29.2% 35.3%

120分以内 7.8% 7.5% 9.9% 9.9% 3 2 18 180 3.1% 2.0%

120分超 1.9% 2.3% 2.4% 2.6% 0 1 5 43 0.0% 3.9%

# 不詳・DKNA 0.0% 0.0% 0.1% ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 0.0% 0.0%

居住住宅 b 持ち家 82.6% + x2=34.95 83.5% + x2=36.72 84.3% + x2=428.82 66.4% 56 55 167 1451 x2=11.36 81.5% 92.2%

民間賃貸住宅 13.7% - p<.001** 13.2% - p<.001** 10.9% - p<.001** 25.6% 9 7 28 180 p=.96n.s. 15.4% 2.0%

公的賃貸住宅 1.1% 1.5% 1.3% - 2.7% 0 1 3 22 0.0% 3.9%

社宅・公務員住宅 1.5% 1.1% 1.1% - 2.7% 1 0 3 19 1.5% 0.0%

寮・寄宿舎 0.4% 0.4% 0.2% - 1.7% 0 0 1 4 1.5% 2.0%

医療・社会福祉施設 0.0% 0.0% 0.8% + 0.1% 0 0 0 17 0.0% 0.0%

その他 0.0% 0.0% 0.3% 0.8% 0 0 0 7 0.0% 0.0%

# 不詳・DKNA 0.7% 0.4% 1.0% 0.0% 1 0 1 19 0.0% 0.0%

婚姻状況 b 有配偶 73.3% + x2=21.56 73.7% + x2=21.15 68.7% + x2=99.62 59.6% 47 45 151 1167 x2=7.01 72.3% 74.5%

離別・死別 10.7% p<.001** 9.4% - p<.001** 14.0% p<.001** 14.5% 9 5 20 254 p=.32n.s. 10.8% 5.9%

未婚 15.2% - 16.5% - 15.7% - 25.0% 10 13 31 269 16.9% 19.6%

# 不詳・DKNA 0.7% 0.4% 1.5% 0.9% 1 0 1 29 0.0% 0.0%

表1 　参加表明者および調査票回答者の社会的属性とテーマへの関心
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小学生以下の 
子ども b

同居あり 15.6% x2=0.20 16.5% x2=0.00 13.5% - x2=14.42 16.6% 7 9 35 225 x2=3.04 13.8% 21.6%

同居なし・不詳・DKNA 84.4% p=.65 n.s. 83.5% p=.99 n.s. 86.5% + p<.001** 83.4% 60 54 168 1494 p=.39n.s. 86.2% 78.4%

第48回衆議院 
議員総選挙 
(2017年 ) d

投票した 84.8% + x2=102.90 83.1% + x2 = 90.27 80.7% + x2=589.73 56.3% 57 47 173 1379 x2=4.92 90.8% 82.4%

投票していない 12.2% - p<.001 ** 13.9% - p < .001 ** 16.1% - p < .001 ** 43.7% 10 13 23 285 p=.178 9.2% 13.7%

## 選挙権なし 1.9% 2.6% 1.5% ̶ 0 2 5 24 0.0% 3.9%

# DKNA 1.1% 0.4% 1.7% ̶ 0 1 2 31 0.0% 0.0%

浜岡原発再稼働
県民投票条例の
直接請求 

（2012年 ） e

署名した 8.1% x2=11.8 9.0% + x2=9.94 4.4% x2=1.56 5.4% 4 6 + 18 + 62 - x2=16.58 9.2% 3.9%

署名していない・覚えていない 81.5% p<.001 ** 81.2% - p=.002** 87.9% p=.21 n.s 94.6% 57 53 - 163 - 1531 + p<.001** 76.9% 88.2%

## 選挙権なし 8.9% 9.0% 6.7% ̶ 4 4 20 110 13.8% 7.8%

# DKNA 0.0% 0.0% 0.0% ̶ 2 0 2 16 0.0% 0.0%

#は適合度検定と独立性検定で，##は適合度検定でのみ除外したカテゴリ．
+記号は適合度検定後の二項検定，独立性検定後の残差分析で有意に高かったもの，-記号は低かったものを示す．
静岡県の統計情報は，a:「静岡県選挙人名簿登録者数（平成30年12月1日定時登録）」， b「平成27年国勢調査」，c「平成29年就業構
造基本調査」，d「平成29年10月22日執行衆議院議員総選挙最高裁判所裁判官国民審査結果調（小選挙区）」，e「静岡県『中部電力
浜岡原子力発電所の再稼動の是非を問う県民投票条例』制定請求に係る経緯より」による．調査票の選択肢・統計情報のカテゴリ
を一部組み替えている．

無に有意差は見られない。県民投票条例制定へ
の署名経験は「どちらでも良い」「オンライン型
のみ」で有意に多く，「対面型」は有意差がない。
　テーマに関する意見分布は静岡県全体のデー
タがないため，調査票回答者群との比較で見て
いく。それぞれの設問で「わからない」「どちら
でもない」「無回答」を「中間・無意見」，それ以
外の回答を「意見あり」と分類して，意見ありの
比率を表2に示した。本調査の主要なテーマで
ある浜岡原発再稼働や県民投票実施の是非では，
対面型とオンライン型ともに，調査票回答者群よ
りも意見ありの比率が有意に高く，ここでも意
見が明確な人が集まりやすい傾向が確認できた。
さらに，エネルギーおよび原発と意思決定のあ
り方についての設問でも，潜在参加者群は調査
票回答者群と比較して，全体的に意見ありを選
ぶ比率が高い傾向であった。一方，対面型とオ
ンライン型を比較すると，オンライン型のみ有意
に高い結果となった設問が4つあり，その逆はな
い。独立性検定でも「オンライン型のみ」が3項目，
「対面型のみ」は1項目のみで有意差が見られた。
意見についての設問はテーマの争点をある程度
網羅していることから，オンライン型の潜在参加
者の方が，テーマについての意見が明確な人が
多いと言える。

られなかった。
　社会的属性をまとめると，調査票回答者群で
比率が低く，潜在参加者群で高いのは男性，正規
雇用者であった。反対に調査回答者群では高く，
潜在参加者群で低くなったのは女性であり，主
夫・主婦や退職者などの働いていない層である。
世帯状況では，持ち家，有配偶，高学歴層が調査
票回答者群でも，潜在参加者群でも高い構成比
率となった。対面型とオンライン型との相違に
ついては，「オンライン型のみ」では女性，70代の
参加が抑制され，高等教育程度と正規雇用及び
自営業主が多くなる傾向がある。一方で，「対
面型のみ」では性別と教育歴による有意差は見
られず，年齢では50代の参加が，就業上の地位
では法人経営者が多くなっている。
　次に，関心と意見の分布を見ていく。2017年
の第48回衆議院総選挙で投票した割合は，対面
型とオンライン型ともに，静岡県全体の投票率
に比べ高くなっていた。調査票回答者群も同様
で8割を超えている。2012年「浜岡原発再稼働
の是非を住民投票で決める条例制定のための直
接請求」で署名経験がある割合も，対面型，オン
ライン型ともに潜在参加者群で高い傾向があり，
制度的な政治参加や当該テーマに関心のある人
が討議イベントに集まりやすい傾向がうかがえ
る。独立性検定では，衆議院選挙での投票の有
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女性と既婚女性の潜在参加率に差はなく，男性
は既婚の潜在参加率がやや高い。小さな子ども
の同居の有無でも，女性は潜在参加率に大差が
なく，男性は子どもが同居している方がやや高
い結果であった。したがって，配偶者や小さな
子どもの有無に関わらず，女性は参加表明しに
くいと言える。一方，県民投票の署名活動経験
率は女性の方が高く，男性に比べて当該テーマ
への関心が低いとは必ずしも言えない。しかし，
エネルギーや原発と意思決定についての意見か
ら見ると，ほとんどの設問において「中間・無意見」
を選択した割合は女性の方が高かった。意見の
不明確さが女性の低参加率に関係している可能
性がある。

　まず，対面型，オンライン型ともに女性の討議
参加比率が低いことが確認された。この傾向は
多くの先行研究で言及されている。柳瀬（2013）
は，エネルギーDPで女性参加比率が低かった理
由として，子どものいる世帯では女性は外泊が
難しかったのではと推論している。しかし，今
回の調査では，配偶者の有無では未婚者と死別・
離別者が過少に，有配偶者が過大に代表される
傾向にある。他方，小学生以下（12歳以下）の子
どもの有無では有意差は見られなかった。男女
別で見ると，対面型とオンライン型いずれも未婚

5. 考察

適合度検定 独立性検定
潜在参加者群 調査票 

回答者群 
(A+B+C+D)

議論イベントへの参加意思
対面型 
（A+C）

オンライン型 
(B+C)

対面型 
のみ A

オンライン
型のみ B

どちらでも
良い C

参加希望 
しない D

回答者 (n) 270 266 2,052 67 63 203 1,719

浜岡原発再稼働・県民投票

浜岡原発再稼働の賛否 79.3% + x2=10.96, p<.001** 80.8% + x2=14.78, p<.001** 70.0% 74.6% 81.0% 80.8% + 68.2% - x2=18.26, p<.001**

県民投票実施の是非 87.4% + x2=9.01, p=.003** 87.2% + x2=8.42, p=.004** 80.1% 86.6% 85.7% 87.7% + 78.8% - x2=12.25, p=.01*

再稼働で考慮されるべき地域

直接的な被害が想定される地域 85.9% x2=3.89, p=.05* 88.3% + x2=8.82, p=.003** 81.2% 77.6% 87.3% 88.7% + 80.3% - x2=10.49, p=.02* 

風評被害が想定される地域 89.6% x2=0.96, p=.33 n.s. 91.7% x2=4.05, p=.04* 87.7% 83.6% 92.1% 91.6% 87.2% x2=5.45, p=.14 n.s.

産業・雇用・財政の悪化が懸念される地域 70.0% x2=1.89, p=.17 n.s. 69.9% x2=1.80, p=.18 n.s. 66.0% 73.1% 73.0% 69.0% 65.2% x2=4.25, p=.24 n.s.

これまで原発を受け入れてきた御前崎市 74.1% x2=0.03, p=.87 n.s. 77.1% x2=1.61, p=.20 n.s. 73.6% 70.1% 82.5% 75.4% 73.2% x2=3.45, p=.33 n.s.

原発の電気を消費する都市部 81.9% + x2=8.31, p=.004** 83.1% + x2=11.03, p<.001** 74.2% 79.1% 84.1% 82.8% + 72.6% - x2=14.14, p=.003**

再稼働を判断すべき主体

自治体の同意なしに電力会社が判断 85.6% x2=0.03, p=.86 n.s. 86.8% x2=0.58, p=.45 n.s. 85.2% 85.1% 90.5% 85.7% 84.9% x2=1.53, p=.68 n.s.

日本政府の責任 79.6% x2=1.21, p=.27 n.s. 80.1% x2=1.60, p=.21 n.s. 76.8% 74.6% 76.2% 81.3% 76.4% x2=2.65, p=.45 n.s.

地方議会・知事・市町村長の責任と判断 80.4% + x2=5.49, p=.02* 83.1% + x2=11.13, p<.001** 74.1% 73.1% 84.1% 82.8% + 72.8% - x2=12.84, p=.005**

専門家の判断 79.3% x2=4.54, p=.03* 80.5% + x2=6.53, p=.01* 73.5% 77.6% 82.5% 79.8% + 72.3% - x2=8.62, p=.04*

一般の人びとの意思 65.9% x2=0.00, p=.96 n.s. 69.5% x2=1.67, p=.20 n.s. 65.8% 61.2% 76.2% 67.5% 65.4% x2=4.04, p=.26 n.s.

再稼働をすべき・すべきでない理由

電力の安定供給 81.5% x2=3.25, p=.07 n.s. 83.1% + x2=5.81, p=.02* 76.9% 79.1% 85.7% 82.3% 75.8% x2=7.39, p=.06 n.s.

ベースロード電源の役割 60.0% + x2=16.74, p<.001** 63.9% + x2=28.50, p<.001** 47.6% 53.7% 69.8% + 62.1% + 44.8% - x2=35.97, p<.001**

発電コストの優位性 69.3% + x2=7.63, p=.006** 68.8% + x2=6.69, p=.010** 61.1% 67.2% 65.1% 70.0% + 59.6% - x2=9.71, p=.02*

気候変動対策 73.0% x2=4.96, p=.03* 77.8% + x2=15.13, p<.001** 66.6% 61.2% 81.0% + 76.8% + 65.0% - x2=18.17, p<.001**

高レベル放射性廃棄物処分地が未定 84.8% x2=1.73, p=.19 n.s. 87.2% + x2=5.37, p=.02* 81.7% 80.6% 90.5% 86.2% 80.9% x2=6.77, p=.08 n.s.

核兵器開発や安全保障の観点 73.0% + x2=19.20, p<.001** 73.7% + x2=21.06, p<.001** 59.9% 68.7% 71.4% 74.4% + 57.4% - x2=27.77, p<.001**

原発の安全確保は可能 81.9% + x2=10.10, p=.001** 82.7% + x2=12.04, p<.001** 73.3% 80.6% 84.1% + 82.3% + 71.6% - x2=16.61, p=.001**

広域避難計画で円滑に避難可能 81.1% x2=1.64, p=.20 n.s. 80.5% x2=1.02, p=.31 n.s. 77.9% 80.6% 77.8% 81.3% 77.4% x2=1.91, p=.59 n.s.

経済発展や雇用の促進 65.6% + x2=10.62, p=.001** 64.3% + x2=7.94, p=.005** 55.7% 71.6% + 66.7% 63.5% + 53.8% - x2=17.68, p=.001**

立地自治体の財政を安定化 74.4% + x2=13.49, p<.001** 76.7% + x2=19.43, p<.001** 63.7% 64.2% 73.0% 77.8% + 61.7% - x2=22.99, p<.001** 

数値はそれぞれの設問で「意見がある」回答者の割合．
 +記号は適合度検定後の二項検定，独立性検定後の残差分析で有意に高かったもの，-記号は低かったものを示す．

表2　参加表明者および調査票回答者の浜岡原発再稼働と県民投票の是非についての意見
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間距離が参加意欲に及ぼす影響は比較的小さ
かった可能性がある。
　当該テーマへの関心が高い人，意見が明確な
人の参加率が高くなる傾向は，菅原（2012）や木
下・田中（2015）の指摘と同様である。対面型
と比べて，オンライン型の潜在参加者の方がより
明確な意見を持つ理由は，本調査だけでは分か
らない。オンライン型の潜在参加者は日ごろ
SNS等で投稿や議論を頻繁に行う人が比較的
多かったと仮定すると，フィルタリングや集団分
極化（Sunstein，2017）の影響も考えうる。一方で，
ネット利用が分極化をもたらすことに懐疑的な
議論もあり（たとえば，田中・浜屋，2018），この
点についてはさらなる調査が必要となる。

　本稿では，対面型とオンライン型のDPへの潜
在的参加者層がどのように異なっているのかを，
テーマと時期がコントロールされた状況で比較
検討した。結果，対面型で生じうる参加者の偏
りを，オンライン型によって解決することは現
時点では難しいことが明らかになった。オンラ
イン実施では距離の要因による参加者構成の歪
みが生じづらいことが想定されるが，静岡県規
模で実施した本調査では対面型との差は確認で
きなかった。世代では，70代を排除してしまう
恐れがある。性別と教育歴では，これまで指摘
されてきた男性と高学歴層が過大に代表される
DPの傾向を，オンライン型はむしろ強めてしま
う可能性が示唆された。意見についても，オン
ライン型では意見が明確な人をより過大に代表
する傾向が示された。
　また，本調査では，調査票調査の回答者につい
ても検討した。典型的なDPにおいて質問調査
の回答者から討議参加者を募る以上，質問調査
の無回答バイアスが参加者の代表性に大きく影
響する。参加者の代表性を確保する手法を考案
するうえでも，偏りの原因が質問調査での無回

6. 結論と展望

　また，オンライン実施は，先行研
究が指摘している性別，学歴にお
ける代表性の歪みを必ずしも是
正しないことが明らかになった。
オンライン型の方が女性の参加率
がさらに低くなり，70代の参加を
抑制する傾向がある。教育歴も，
DPで生じる高学歴層が過大に代
表される傾向をオンライン型はむ
しろ強めてしまうことが示唆さ
れた。ただし，今回の実験で，世
代における調査票回答者群での
70代の過大代表を，結果的に母集
団に近づけた点には注意が必要
である。オンライン型の傾向には，
インターネットの利用状況におけ
る差が反映されていると考えら
れる。橋元（2018）は，利用機器・
内容を問わない｢汎ネット利用時
間」を目的変数とする重回帰分析
の結果，年齢が若いほど，学歴が高
いほど，女性より男性ほど，利用時
間が長くなることを指摘している。
内閣府の調査でも，インターネッ
トの利用頻度は男性の方が高く，

インターネット利用に対する不安感は女性の方
が高い（内閣府，2015）。オンラインでの実施は
時空間の制約が少ないが，対面型に比べて，女性，
高齢者，低学歴層を排除してしまう傾向がより
大きいと言える。
　一方，居住地と会場までの時間距離では有意
差が見られなかった。菅原（2012）が指摘する
ように，対面型では時間距離が大きい場合には
参加率が下がることが想定された。それにもか
かわらず，対面型で有意差が生じなかった理由
として，本調査が県レベルで実施されたことが
考えられる。全国規模で行われる場合，交通の
便が悪いところでは会場との時間距離は相当に
大きくなるが，静岡県の範囲では対面型でも時

イベント当日参加者 (人 )
対面型 
当日参加者

オンライン型 
初日参加者

65 51

73.8% 82.4%

84.6% 88.2%

89.2% 90.2%

90.8% 92.2%

67.7% 78.4%

75.4% 74.5%

84.6% 86.3%

81.5% 86.3%

76.9% 74.5%

75.4% 76.5%

78.5% 80.4%

53.8% 64.7%

86.2% 86.3%

56.9% 62.7%

66.2% 72.5%

76.6% 80.4%

81.5% 94.1%

80.0% 64.7%

84.6% 88.2%

84.4% 78.4%

65.6% 58.8%

75.0% 82.4%
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5時間，謝金5,000円」というシナリオ間での比較
にとどまっている。今後，対面型，オンライン型
ともに，DPへの参加意思とその理由が，テーマ，
報酬，開催地，規模等々の要因とどう関連してい
るのかを明らかにしていく必要がある。本研究
の知見を，さらなる調査に活かしていくことが
期待される。

謝辞

　本研究は，JST CREST（JPMJCR15E1）の助
成を受け，静岡大学人を対象とする研究に関す
る倫理審査の承認（17-45）を得て実施された。

答バイアスなのか，討議参加表明段階での自己
選択バイアスなのか，見極める必要がある。
　社会調査の手法として，DPを含むオンライン
型ミニパブリクスによる熟議は，技術発展ととも
に今後ますます政策決定等に利用されていく可
能性がある。その課題を参加者の観点から明ら
かにした本研究は，今後実施されるオンライン
型ミニパブリクスに，学術的にも実践的にも示唆
を与えるものである。もちろん，前述のように
本稿は最終的な参加者を分析したものではない。
また，社会実験という性質もあり，移動時間を含
めた拘束時間と謝金額の違いをコントロールで
きておらず，厳密には「対面型，1日で7時間，謝
金7,000円＋交通費」と「オンライン型，10日間で

1） Deliberative Polling®は，Fishkinの登録商標
であり，正式に名乗るためには，スタンフォー
ド大学 Center for Deliberative Democracy の
公認を得なければならない。一方，Deliberative 
Pollingを模した非公認のDPも数多く実施され
ている（菅原，2013）。本稿では公認・非公認を
問わず一般市民を対象とした熟議の試みをDP
として扱う。

2） 参加者間の感情的な結びつきと相互理解を
重視する立場から，Center for Deliberative 
Democracyでは参加者が対面型に近い経験が
できる音声やビデオによるリアルタイム会議を
採用している（Iyengar et al.，2003）。

3） DPは世界中で多数実施されている。しかし，参
加者の代表性という観点から考えたとき，日本
と他国とでは政治参加の文脈が大きく異なるた
め，単純な比較は困難である。本稿は，日本の事
例に焦点を絞り，海外事例との比較には言及し
ない。

4）海外で実施された事例でも，高学歴，男性，高
齢者の比率が高くなる傾向が報告されている
（Fishkin，2009a，訳，2011；坂野，2010）。

5）曽根（2012）は，男女比について，仮に女性が半
分まで増えた場合にもゼロシナリオの選好は強
まると予想できることから，結論には変化は出
ないとしている。

6）エネルギーDPと同時期に川崎市民を対象に実
施された「エネルギー・環境戦略市民討議」で
も，参加者の男女比は2:1だった（宮城・柳下，
2013）。

7）実査は外部機関への委託は行わず，静岡大学情
報学部中澤高師研究室として実施した。

8）抽出方法及び調査票の構成や設問は「浜岡原発
の再稼働と地元合意についての意識調査」Web
サイト（https://lap.inf.shizuoka.ac.jp/）を参照
のこと。

9）回答用のボールペンを同封し，調査期間中にお
礼と督促を兼ねた葉書を郵送した。

10）具体的な施設会場名は，参加表明者のみに後日
通知した。

11）潜在参加者のうち当日（初日）参加者は，「参加
できる」は61人中 44人，「予定がわからない・
参加を迷っている」は272人中 71人であった。
「参加できる」が割合は高いものの，「予定がわ
からない・参加を迷っている」からも一定の参
加があり，絶対数としては「参加できる」よりも
多かった。調査票調査の実施時期は熟議イベン
ト開催の2か月以上前であったため，参加意思
があっても，調査票回答時点では予定が未確定
の回答者が一定数いたと推察される。また「参
加できる」と回答した対象者でも17人が結果的

注
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1. 問題の所在

パネルデータにおける
回答者の脱落要因
幸福な人ほど脱落するか？
The Determinants of Attrition in Panel Data: The happier they are, 
the more are they likely to drop out of panel surveys?

畑農鋭矢　HATANO, Toshiya
明治大学商学部 教授

R e f e r e e d 

P a p e r

本稿の目的は，公募型ウェブ調査のパネルデータを用いて，調査からの脱落要因を検証することである。
分析の結果，幸福な人ほど脱落するという傾向を発見した。公募型調査である点を割り引く必要がある
ものの，この結果が一般性を持つとすれば，パネルデータを用いた幸福度研究では脱落率を考慮した補
正を行う必要がある。

パネル調査，脱落，幸福度キーワード

　パネルデータは観察されない主体間の異質性
を統制できる利点を有し，実証分析において欠
かせないものとなっている。しかし，パネルデー
タにも死角がないわけではない。回答者の脱落
（attrition）である。特に脱落イベントの発生に
何らかの原因がある場合，データに重大なバイ
アスが生じている可能性がある。もちろん，多
くの研究者により対策手法も蓄積されてきてお
り，三輪（2016）がまとめるように，ウェイトに
よる補正法が確立しつつある。例えば，代表的
な研究としてFitzgerald，Gottschalk and Moffitt
（1998），Wooldridge（2002），Vandecasteele and 
Debels（2007）などが挙げられ，日本においても
坂本（2006）がこの方法による補正を試みている。
　補正のためのウェイトには，プロビット関数
やロジット関数を用いて脱落（継続）確率の推

定を行い，その予測確率の逆数を当てはめるこ
とが多い1）。しかし，それゆえに，脱落の原因を
観察できないケースでは適用できないし，観察
できるケースでもモデルの特定化が誤っている
と適切な補正ができない。ところが，脱落（継続）
の決定要因については必ずしも一致した見解が
得られているとは言えない。
　本稿は，独自に設計した「社会規範・政策選
好・世論の形成メカニズムに関するパネル調査」
を用いて，脱落率関数の推定を行い，脱落の要因
を探ることを目的としている。データの特性上，
社会規範，政策選好，世論などの意識変数を多く
取り込むことができるが，その中で幸福度が脱
落に大きな影響を及ぼしていることが分かった。
パネルデータを用いた幸福度に関する研究は数
多く見られるが，脱落を考慮せずに分析を行う
と重大なバイアスを生じる可能性が示唆される。
本研究で使用したデータは公募型のモニター調
査であることから，ここでの結論がパネル調査

竹下 諒　TAKESHITA, Ryo
常葉大学法学部 講師
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犯罪行為が多い人，親からストレスを受けた人
が調査から脱落しやすい。前者は心理状態が良
好であるほど脱落しやすいことを示しているの
に対して，後者はまったく逆の関係を示唆して
いる。この点は実証的に検証する余地があり，
最終節で再度議論する。また，心理状態とはや
や異なるが，Salthouse（2014）は性格面で協調
性と開放性を強く示す者ほどパネル調査を継続
する傾向を見出した。開放性がパネルからの脱
落を低く抑える可能性は，Richter，Körtner and 
Saßenroth（2014）でも指摘されている。
　日本のパネル調査を用いた研究も確認してお
こう2）。まず，代表的な研究として，田辺（2012），
中川（2012），直井（2007）を概観すると，主な脱
落要因は，若年層，賃貸住宅（持ち家ではない）
に居住，無業などである。また，一部の研究では，
高齢，未婚，子どもと同居，健康状態がよくない
などが挙げられている。
　これらの研究と対比すると，家計経済研究所
「消費生活に関するパネル調査」（The Japanese 
Panel Survey of Consumers：JPSC）を用いた坂
本（2006）の結果はやや異なる。坂本（2006）は
無配偶と有配偶に分けて推定しており，無配偶
のケースでは，年収が少ないことや経済的逼迫感，
結婚予定のあることなどが重要な脱落要因と考
えられる。有配偶のケースでは，新婚，正規就業
が脱落要因となっているほか，親との同居は脱
落率を有意に引き下げる。坂本（2006）では年
齢が重要な要因ではないことが注目されるが，
JPSCが女性のみを対象としていることには注
意が必要である。
　研究によって少しずつ結果は異なるものの，
日本においても年齢，収入，婚姻状況，住宅所有
形態などの属性が脱落と関係している可能性は
高いと考えてよいだろう。

2.2. モニター調査の特性

　本研究では公募型のアクセスパネルを母集団
とするウェブ調査によってデータを収集した。

全体に当てはまると断言はできないが，今後の
研究課題として貴重な情報であると考える。

2.1. パネル調査の脱落要因

　パネル調査の実施で先行するアメリカでは，
古くから脱落者の特性を探ろうという研究が
ある。例えば，McArthur and Short（1985）や
Kalton et al.（1990）において，女性，子ども有，
高所得，持ち家などの属性が継続確率を高める
ことが指摘されている。1998年にはJournal of 
Human Resources誌において脱落分析の特集が
組まれた。同誌特集号の中で，Michigan Panel 
Study on Income Dynamicsのデータを分析し
た Fitzgerald，Gottschalk and Moffitt（1998）や
Lillard and Panis（1998）は，脱落率を高める要因
として年齢が高い，教育年数が短い，持ち家でな
い，結婚していない，居住地からの引っ越し経験・
予定などの属性を見出している。
　アメリカ以外の研究もある。Behr，Bellgardt 
and Rendtel（2005）は，EU諸国を対象とした
European Community Household Panelを用い
て，若年層ほど脱落率が高く，既婚者に比べて
配偶者と死別した者や未婚者は脱落しやすい
ことを指摘した。また，所得の影響は確認でき
るものの，単純な線形ではなく，学歴の影響は
いくつかの国においてのみ認められた。Dutch 
Transportation Panelを用いたRidder（1992）は，
脱落しやすい人の属性として，低所得，家長の教
育年数が短い，大都市に居住，1台以上の車を所
有などを挙げている。
　これらの属性以外に，心理的な状態に着
目した研究も散見される。前掲のKalton et 
al.（1990）によると，「人生において気分が落ち
込んだことが一週間以上ある」と回答した人は
パネル調査に継続参加しやすい。これに対して，
台湾の10代の若者を対象とした調査を用いた
Hsieh，Wu and Shih（2004）によると，暴力行為・

2. 関連研究の整理
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行うことは適切なのかという疑問について論じ
た。そこで，公募型ウェブ調査・訪問留置調査
を国勢調査・就業構造基本調査と比較し，公募
型ウェブ調査にバイアスはあるが，訪問留置調
査にも同程度のバイアスがあるとの結論に達し
ている。
　今後の研究の発展を考えると，江口（2015）の
主張するように，公募型ウェブ調査の結果が不
十分なものであるとしても，倍率補正や傾向ス
コアによる補正がうまく機能する可能性を意識
すべきである。そのためには，公募型調査の特
性を詳細に分析することが必要である。公募型
ウェブ調査の脱落率について検証した研究は多
くないが，山本（2019）は，高精度で脱落率を予
測できる要因は見出せないとしながらも，病気
や貧困といったリスク経験，メンタルヘルスの悪
化などが脱落率を引き上げる可能性を示した。

3.1. 基本モデル

　坂本（2006）に倣って，モデルの基礎はMAR
（missing at random）に従う。MARモデルでは，
脱落するかどうかはt期より前の情報に依存す
ると想定している。本稿で使用するデータに即
して言えば，wave1からwave2にかけての脱落・
継続の選択がwave1の情報に依存することに
なる。まず，をt期における脱落・継続の状態
を表す変数として，調査から脱落した場合には

，継続して回答した場合には とし
よう。ここで， をt-1期における情報を反映
する変数， を未知パラメーターとして，脱落率
関数  を想定する。つまり，パ
ネル調査に即して言えば，wave tの脱落要因を
wave t-1の属性や意識に求めることになる（本
稿においてtは2～5）。推定方法はプロビットで
あるが，ロジットを用いても基本的な結果は変
わらなかった。

3. 分析の枠組み

このような調査は，通常の無作為抽出の調査と
回答者の属性が異なることが指摘されており，
脱落の傾向も通常のパネル調査とは異なるかも
しれない。そこで，公募型のモニター調査の持
つ特性を明らかにしようと試みた研究をいくつ
か紹介しておこう。
　ウェブ調査の類型は，大隅・前田（2007）に従
うのが分かりやすい。すなわち，まず無作為抽出
に象徴される確率型とアクセスパネルに頼る公募
型（非確率型）に分類し，次に公募型を先着順型（計
画サイズに達したら打ち切り）と常時オープン型
（調査期間中は回答受け付け）に分類する。これ
らのうち，母集団が明確でないことから，調査の
信頼性が問われることが多いのは公募型である。
　公募型ウェブ調査の回答傾向が，確率型ウェ
ブ調査や郵送調査等と異なるという報告は数多
い。代表的には，樋口・中井・湊（2012），大隅・
前田（2008），諸藤（2007），本多（2006）などが挙
げられる。これらに対して，前田ほか（2007）の
比較実験によると，公募型のうち先着順型と常
時オープン型の回答傾向に大差はない。
　このような公募型調査に批判的な研究に対し
て，公募型調査の有用性を指摘する研究も散見
される。例えば，出口（2008）は，公募型調査と
消費動向調査（訪問留置）の消費者態度指数を
比較し，数値そのものは一致しないが，推移は似
ていると指摘し，時系列変化の把握には有用で
はないかとの見方を示した。萩原雅之（2015）
も，マクロミルの公募型ウェブ世論調査とマスコ
ミの電話世論調査を比較し，その時系列推移が
似ていることを確認した。変数間の関係性に注
目して，公募型調査を擁護する研究もある。轟・
歸山（2014）は，公募型調査と無作為抽出の面接
調査を比較し，各変数の分布は異なるものの，変
数間の相関関係や回帰分析の結果はそれほど大
きく異ならないとの結果を得た。
　また，萩原牧子（2009）は，回収率の低下によ
る従来型調査の質の低下を指摘し，訪問留置の
結果を真として公募型ウェブ調査の比較評価を
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と設定したため，目標数に近づいた4日目で調査
を打ち切ったからである。前節で紹介した大隅・
前田（2007）に従って公募型ウェブ調査の類型
を当てはめると，wave1が先着順型，wave2以降
は常時オープン型ということになる。このよう
な調査方法の特徴により，一般的な回収率とい
う概念は当てはまらない。代わりに，次項では
wave1の回収数をベースとして，wave2以降の
脱落率を検討することとする。
　前節でみたように，前田ほか（2007）の比較実
験によると先着順型と常時オープン型の回答傾
向に大差がないのに対して，公募型ウェブ調査
の回答傾向が確率型ウェブ調査や郵送調査等
と異なるという報告は数多い。そこで，本調査
wave1の性別，年齢，婚姻状態，学歴の構成を国
勢調査と比較しておこう（表1）。まず，本調査
で男性がやや多くなっていることが分かる。年
齢構成では両調査に差は見られないが，これは
アクセスパネルの年齢構成を国勢調査に近づく
ように調整しているためと考えられる。婚姻状
態も大きな違いは見られなかったが，最終学歴
については本調査で高学歴層が多いことが読み
取れる。現状では，公募型調査において，すべて
の属性構成を国勢調査に近づけることは難しい。

3.3. 脱落率

　調査対象の中には，途中で性別が変更され
たり，年齢が減少または2年以上増加したもの

3.2. パネル調査の概要

　本稿で用いるデータは，「社会規範・政策選好・
世論の形成メカニズムに関するパネル調査」の5
回分のパネルデータである（以下，本調査）。第1
回調査（wave1）は2014年12月9日から12月12日（4
日間）を調査期間とし，回収数は5,992となった。
第2回調査（wave2）は2015年3月6日～3月13日（8
日間），第3回調査（wave3）は2015年7月31日～
8月7日（8日間），第4回調査（wave4）は2015年
11月5日～11月13日（9日間），第5回調査（wave5）
は2016年2月16日～2月22日（7日間）に実施さ
れた。調査間隔は4ヶ月程度であり，一般的なパネ
ル調査と比較すると短いことに注意が必要である。
　本調査の主な目的は，人々の社会規範や政策
選好，政治的立場などを調べることにあった。
そのため，調査項目として政治的立場，様々な経
済政策に関する賛否の態度などを広範に尋ねて
いる。質問項目は多岐にわたり，紙幅の制約から，
ここにすべてを列挙することは難しい。より詳
細な情報は，竹下・野地・畑農（2015）を参照さ
れたい。
　本調査は，日経リサーチの公募型アクセスパネ
ルを対象として実施された。このアクセスパネ
ルの登録者数は非公開であるが，カバーする地
域は日本全国に及び，対象年齢は20～69歳となっ
ている。調査日数を比べると，wave2以降は7～
9日で揃えているが，wave1のみ4日となってい
る。予算の制約から回収目標の最大値を約6,000

表1　国勢調査との比較

（性・年齢） 男性 女性 20代 30代 40代 50代 60代
本調査 53.6% 46.4% 15.2% 19.4% 23.1% 19.5% 23.0%

国勢調査 50.1% 49.9% 15.5% 19.5% 23.0% 19.3% 22.6%
（婚姻状態） 未婚 既婚 死別 離別 その他 非回答

本調査 29.2% 63.4% 1.6% 4.8% 0.2% 0.9%
国勢調査 28.1% 61.2% 2.3% 5.8% - -

（最終学歴） 小・中学校 高校 短大・高専 大学・大学院 不詳 未就学者
本調査 1.2% 22.0% 20.0% 54.9% 1.7% -

国勢調査 9.6% 39.9% 15.0% 22.6% 12.8% 0.1%
注：国勢調査の最終学歴は2010年調査。それ以外は2015年調査。
 性別・年齢構成比は20～60代の合計に対する割合。
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に注意が必要である。そこで，世帯年収回答者
の脱落率についても確認してみた。表2下段に
よると，世帯年収回答者を対象としても，脱落率
の推移や男女間の差異のパターンは大きく変わ
らない。実際，説明変数から世帯年収を除いて
回帰分析を適用しても，次節の実証分析の主要
な結果は覆らない。

3.4. 説明変数

　先行研究によると，年齢，年収，学歴，経済格差，
社会階層，家族関係，住居，居住地域，職業，健康
状態などが説明変数の有力候補である。さらに，
本稿では調査対象者の心理状態に着目した。す
でに見たように，Kalton et al.（1990）によると
心理状態が良好なほど脱落しやすく，若年層を
対象としたHsieh，Wu and Shih（2004）によると
暴力行為・犯罪行為やストレスは高い脱落率と
関係がある。このような心理状態を簡潔に表し
た変数として，本稿では幸福度を用いる。
　本稿の推定に使用した具体的な説明変数の内
容は以下のとおりである。女性ダミーは女性で
あれば1を，男性であれば0をとるダミー変数で
ある。また，回答者の年齢と年齢の2乗や，高卒
以下の学歴を基準とした大卒以上ダミー，短大・
高専等ダミーも説明変数として使用した。
　世帯年収は調査段階では年収の選択肢が1～

もあった。これらについては分析から除外し
た。表2は，性別と年齢によるクリーニング後の
回答者の脱落率である。表2によると，wave1
からwave2にかけて回答者は大きく脱落し，男
女計では44.1%，男性では38.5%，女性では50.6%
の脱落が見られる。これらの脱落率は一般的な
訪問調査や郵送調査に比べて顕著に高い。公募
型ウェブ調査の脱落率が高くなることは山本
（2019）でも指摘されており，調査方法の比較実
験を行うことが肝要である。
　その後は調査回数を重ねるごとに脱落率は低
下する傾向を見せている。同様の現象はJPSC
を用いた坂口（2014）でも見出されており，2回
目の調査で脱落率が高くなるが，その後は指数
関数的に減衰していくという。他方，20代の若
年層を対象に職業移動についてパネル調査を試
みた山本（2019）によると，全4回の調査のうち
wave2以降の脱落率はほぼ30％で安定してい
る。ただし，wave1からwave4にかけての脱落
率は66.5％であり，本調査と似通った数字であ
る。この調査は20代の若年層を対象としている
点で本調査と異なるものの，公募型アクセスパネ
ルを対象としたウェブ調査であること，調査間
隔が3～4ヶ月と短いことなどに本調査との共通
点を見出すことができる。
　なお，世帯年収を答えていない人が多いこと

表2　脱落率

回収数 wave1 wave2 wave3 wave4 wave5

全体 サンプルサイズ 5,812 3,247 2,468 2,025 1,772 
脱落率（カッコ内は累積） - 44.1%（44.1%） 24.0%（57.5%） 17.9%（65.2%） 12.5%（69.5%）

男性 サンプルサイズ 3,104 1,910 1,511 1,259 1,114 
脱落率（カッコ内は累積） - 38.5%（38.5%） 20.9%（51.3%） 16.7%（59.4%） 11.5%（64.1%）

女性 サンプルサイズ 2,708 1,337 957 766 658
脱落率（カッコ内は累積） - 50.6%（50.6%） 28.4%（64.7%） 20.0%（71.7%） 14.1%（75.7%）
世帯年収回答者 wave1 wave2 wave3 wave4 wave5

全体 サンプルサイズ 4,902 2,806 2,087 1,724 1,518 
脱落率（カッコ内は累積） - 42.8%（42.8%） 25.6%（57.4%） 17.4%（64.8%） 11.9%（69%）

男性 サンプルサイズ 2,721 1,682 1,308 1,097 971
脱落率（カッコ内は累積） - 38.2%（38.2%） 22.2%（51.9%） 16.1%（59.7%） 11.5%（64.3%）

女性 サンプルサイズ 2,181 1,124 779 627 547
脱落率（カッコ内は累積） - 48.5%（48.5%） 30.7%（64.3%） 19.5%（71.3%） 12.8%（74.9%）
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当てられる1～5の変数であり，数値が大きくな
るにつれて幸福度が高いことを示す。これらの
変数の記述統計量を表3に示した。

4.1. 推定結果

　表4は男女計，表5は男性のみ，表6は女性のみ
の推定結果である。各表には統計的な有意性を
示す印が付されているが，無作為抽出によって
収集したデータではないため，統計的検定には
目安以上の意味がないことに注意が必要である。
　まず，表4を見ると，wave1→2とwave2→3で
女性ダミーの限界効果が正で有意となっており，
男性よりも女性の方がパネル調査から脱落しや
すい。また，wave3までは，年齢の限界効果が負
で，年齢の2乗項の限界効果は正で有意となって
おり，脱落率に対する年齢の影響はU字型とな
る5）。この結果は，直井（2007）と整合的である。
その他，いずれのケースでもwave1→2において
持ち家ダミーが負で有意である。この結果は田
辺（2012）と整合的であり，持ち家の人ほど脱落
しない。
　また，子どもダミーが有意に正である箇所が
いくつか見られ，子どもがいると脱落しやすい
可能性がある。学歴，大都市，職業が有意とな
るケースもあるが，安定的な傾向は見出せない。
さらに，先行研究で議論のある年収については

4. 実証分析

10で示され，それぞれ順に，年収はない，200万未
満，200～400万未満，400～600万未満，600～800
万未満，800～1,000万未満，1,000～1,200万未満，
1,200～1,500万未満，1,500～2,000万未満，2,000
万以上，となっている。分析では，年収がない世
帯の世帯年収の値は0，200万以下の世帯年収の
値は100万，2,000万以上の世帯年収の値は2,250
万，それ以外の値を選択した場合はその階級の
中間値を使用した。
　婚姻状況は未婚カテゴリを基準にし，既婚，離
婚，その他婚姻状況（事実婚など）のダミー変
数を作成した。子どもダミーは，就学前または
就学中の子どもがいれば1を，それ以外は0とし
た。親と同居ダミーは実父母または義父母と同
居していれば1を，持ち家ダミーは持ち家（戸建
て・マンション）であれば1を，そうでなければ
0をとるダミー変数である。大都市ダミーは，三
大都市圏（埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，愛
知県，京都府，大阪府，兵庫県）に住んでいれば1
を，そうでなければ0とする3）。常勤ダミー，非常
勤ダミー，自由業・自営業ダミーはそれぞれ無職
を基準としたダミー変数である4）。
　健康状態としては，健康に関する主観的な評
価と喫煙の有無が利用可能であるが，本稿では
主観的な評価を用いた推定結果を示した。4が
とても健康，1が不健康を表す変数である。幸福
度については，非常に幸せであると答えた場合
は5，全く幸せではないと答えた場合は1が割り

表3　記述統計量

変数 平均値 標準偏差 変数 平均値 標準偏差
女性ダミー 0.445 0.497 大都市ダミー 0.522 0.500 
年齢（20～69） 47.4 13.9 子どもダミー 0.264 0.441
年齢の2乗 2,439.0 1,297.9 親と同居ダミー 0.223 0.416
世帯年収（0～2,250） 635 427.5 持ち家ダミー 0.700 0.458
大卒以上ダミー 0.569 0.495 常勤ダミー 0.438 0.496
短大・高専等ダミー 0.191 0.393 非常勤ダミー 0.138 0.345
既婚ダミー 0.660 0.474 自由業・自営業ダミー 0.086 0.281
離婚ダミー 0.068 0.251 健康状態（1～4） 2.334 0.873
その他婚姻状況ダミー 0.001 0.035 幸福度（1～5） 3.434 1.065
サンプルサイズ 4,815
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表4　推定結果（男女計）

全サンプル wave1→wave2 wave2→wave3 wave3→wave4 wave4→wave5
限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

女性ダミー 0.088 ** 0.017 0.066 ** 0.020 0.035 0.021 0.030 0.019 
年齢 -0.021 ** 0.005 -0.023 ** 0.006 -0.003 0.006 -0.004 0.006 
年齢の2乗 1.97E-04 ** 5.00E-05 2.28E-04 ** 6.00E-05 2.62E-05 6.00E-05 4.64E-05 6.00E-05
世帯年収 -2.26E-06 2.00E-05 -1.11E-05 2.00E-05 2.16E-06 2.00E-05 -6.09E-06 2.00E-05
大卒以上ダミー -0.016 0.019 -0.013 0.021 0.030 0.021 0.014 0.019 
短大・高専等ダミー 0.021 0.022 0.019 0.026 -0.000 0.028 -0.016 0.024 
既婚ダミー -0.009 0.025 -0.011 0.028 0.033 0.028 0.038 0.026 
離婚ダミー 0.034 0.035 0.004 0.040 0.013 0.043 -0.049 0.031 
その他婚姻状況
ダミー 0.223 0.222 -0.018 0.205 ─ ─ ─ ─

大都市ダミー 0.010 0.015 0.005 0.017 -0.001 0.017 -0.026 0.016 
子どもダミー 0.034 0.021 0.054 * 0.025 -0.039 † 0.022 0.006 0.022 
親と同居ダミー 0.010 0.021 -0.007 0.024 -0.013 0.024 0.003 0.023 
持ち家ダミー -0.047 * 0.018 -0.009 0.021 -0.019 0.023 -0.002 0.021 
常勤ダミー 0.013 0.020 0.026 0.023 -0.003 0.024 0.033 0.023 
非常勤ダミー 0.033 0.024 0.027 0.028 -0.010 0.028 0.049 0.030 
自由業・自営業
ダミー 0.010 0.029 0.036 0.034 -0.011 0.032 0.026 0.034 

健康状態 -0.014 0.009 0.002 0.011 -0.006 0.012 0.003 0.011 
幸福度 0.035 ** 0.008 0.008 0.009 0.013 0.010 -0.002 0.009 
サンプルサイズ 4,815 2,755 2,044 1,692
Log pseudo-
likelihood -3206.52 -1490.09 -938.69 -608.90 

Pseudo R2 0.025 0.020 0.009 0.016 
注1：**は1%有意，*は5%有意，†は10%有意をそれぞれ示す（以下同様）。
注2：ロバストな標準誤差を用いている（以下同様）。

表5　推定結果（男性）

wave1→wave2 wave2→wave3 wave3→wave4 wave4→wave5
限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

年齢 -0.029 ** 0.007 -0.037 ** 0.007 0.005 0.008 -0.008 0.007 
年齢の2乗 2.51E-04 ** 7.00E-05 3.84E-04 ** 8.00E-05 -5.70E-05 8.00E-05 9.09E-05 7.00E-05
世帯年収 -1.70E-06 3.00E-05 -5.28E-06 3.00E-05 1.23E-05 3.00E-05 -4.47E-05 3.00E-05
大卒以上ダミー -0.022 0.024 -0.007 0.026 0.056 * 0.026 0.035 0.022 
短大・高専等ダミー 0.021 0.036 -0.027 0.036 0.094 † 0.051 -0.009 0.036 
既婚ダミー 4.49E-04 0.033 -0.051 0.036 0.030 0.033 0.037 0.031 
離婚ダミー 0.013 0.049 0.034 0.053 0.019 0.055 -0.035 0.041 
その他婚姻状況
ダミー 0.253 0.320 ─ ─ ─ ─ ─ ─

大都市ダミー -0.026 0.020 0.021 0.021 -0.010 0.021 -0.008 0.019 
子どもダミー 0.049 † 0.029 0.049 0.033 -0.038 0.027 -0.025 0.025 
親と同居ダミー -0.020 0.027 -0.017 0.028 -0.030 0.027 0.010 0.026 
持ち家ダミー -0.043 † 0.025 0.006 0.027 -0.023 0.029 0.033 0.023 
常勤ダミー 0.018 0.031 0.064 * 0.031 -0.033 0.034 0.087 0.028 
非常勤ダミー 0.060 0.042 0.054 0.047 -0.051 0.037 0.140 0.058 
自由業・自営業
ダミー 0.025 0.038 0.062 0.043 -0.053 0.033 0.102 0.051 

健康状態 -0.028 * 0.012 0.025 † 0.013 0.007 0.013 -0.002 0.013 
幸福度 0.040 ** 0.011 -0.006 0.012 0.013 0.012 -0.011 0.011 
サンプルサイズ 2,670 1,654 1,276 1,073
Log pseudo-
likelihood -1717.18 -826.66 -556.82 -370.30 

Pseudo R2 0.031 0.027 0.016 0.031 
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が分かる。ただし，カテゴリ間で限界効果は直
線的に変化しておらず，特に男性の幸福度2→3
では負値となる。
　幸福度を除いた推定も行ったが，ほかの説明
変数の有意性に大きな変化はなかった。頑健性
をチェックするために，幸福度のほかに，経済的
満足度，社会階層，安倍内閣支持度，自身の政治
的立場（保守的・革新的）などをコントロールし
たケースにおいても，統計的に有意な結果が安
定して得られたのは幸福度のみであった7）。ま
た，幸福度とほかの変数を同時に採用しても，推
定結果に大きな変化はなかった。

4.2. 推定結果のまとめと含意

　これまでの推定から得られた重要な結果は以
下のようにまとめることができる。第1に，男性
より女性の方が脱落しやすい。第2に，脱落率に
対する年齢の影響はU字型であり，若いときは

有意な結果は得られなかった。健康状態は一部
有意な箇所もあるが，全体として安定的な結果
は得られなかった6）。
　特筆すべきは，wave1→2において，脱落率に
及ぼす幸福度の影響が統計的に有意に正となる
ことである。つまり，wave1において幸福度が
高いと回答した人ほど，wave2で調査から脱落
しやすい。幸福度1単位の変化による脱落率の
変化を限界効果で評価すると，男女計で3.5%（幸
福度1→5で14.0%），男性で4.0%（16.0%），女性
で2.6%（10.4%）となった。また，幸福度を1～5
の数値ではなく，カテゴリカル変数として扱った
推定も試みたが，幸福なほど脱落しやすいとい
う基本的な結果は変わらなかった。
　表7に幸福度1を基準とした各カテゴリの限
界効果をまとめた。幸福度1を基準とした幸福
度5の限界効果が男女計15.3%，男性18.4%，女性
10.9%となり，表4～表6の推定結果と近いこと

表6　推定結果（女性）

wave1→wave2 wave2→wave3 wave3→wave4 wave4→wave5
限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

年齢 -0.015 * 0.007 -0.011 0.009 -0.010 0.009 -0.003 0.010 
年齢の2乗 1.60E-04 * 7.00E-05 9.14E-05 1.00E-04 8.42E-05 1.00E-04 4.47E-05 1.00E-04
世帯年収 -6.75E-06 3.00E-05 -3.95E-05 4.00E-05 -1.11E-05 4.00E-05 4.38E-05 3.00E-05
大卒以上ダミー 0.008 0.029 -0.023 0.036 -0.010 0.036 -0.022 0.033 
短大・高専等ダミー 0.023 0.029 0.040 0.037 -0.065 † 0.035 -0.024 0.032 
既婚ダミー -0.005 0.038 0.028 0.050 0.039 0.052 0.027 0.049 
離婚ダミー 0.049 0.050 -0.035 0.063 0.011 0.069 -0.064 0.047 
その他婚姻状況
ダミー 0.011 0.356 -0.016 0.234 ─ ─ ─ ─

大都市ダミー 0.050 * 0.022 -0.021 0.028 0.007 0.029 -0.051 † 0.027 
子どもダミー 0.026 0.031 0.082 * 0.041 -0.043 0.038 0.057 0.041 
親と同居ダミー 0.054 † 0.032 0.014 0.043 0.006 0.045 -0.015 0.043 
持ち家ダミー -0.057 * 0.027 -0.018 0.035 -0.015 0.037 -0.045 0.036 
常勤ダミー 0.008 0.030 0.050 0.040 0.004 0.044 0.023 0.040 
非常勤ダミー 0.022 0.029 0.020 0.037 0.023 0.041 0.010 0.036 
自由業・自営業
ダミー 0.003 0.051 0.058 0.065 0.067 0.072 -0.020 0.059 

健康状態 0.004 0.014 -0.034 † 0.018 -0.023 0.020 0.009 0.019 
幸福度 0.026 * 0.013 0.029 † 0.015 0.017 0.016 0.017 0.016 
サンプルサイズ 2,145 1,101 768 619
Log pseudo-
likelihood -1471.79 -646.31 -373.98 -225.89 

Pseudo R2 0.010 0.021 0.014 0.044 
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脱落しやすく，年齢を重ねると脱落率は低下す
るが，高齢になると再び脱落率が上昇する。第3
に，持ち家であるほど継続する傾向が強い。第
4に，そのほかの変数で安定的に有意なものはな
く，先行研究で議論されてきた諸要因が脱落率
に確定的に影響を及ぼすとは言えない。第5に，
wave1からwave2にかけて，幸福であればある
ほど脱落しやすい傾向を確認できた。wave1か
らwave2にかけて幸福度1単位の変化による脱
落率の変化を限界効果で評価すると，男女計で
3.5%，男性で4.0%，女性で2.6%となった。
　調査からの脱落が特定の属性や意識に強く影
響を受けているとすると，様々なデータ分析に
甚大なバイアスをもたらす可能性がある。例えば，
福田（2009）は，JPSCを利用して，パネル調査か
らの脱落が結婚選択モデルの推定に与える影響
を分析している。それによると，結婚と脱落の
相関を許容したモデルと比較して，相関を許容
しないモデルの推定結果にはバイアスが生じて
いる可能性がある。
　このことを踏まえると，上述した5つの結果か
ら以下のことが示唆される。まず，脱落に関し
て属性の影響は無視できない。また，パネルデー
タに基づく幸福度研究において脱落率を考慮
した補正を行わないと，結果にバイアスが生じ
る可能性がある。さらに，属性や幸福度と相関
のある脱落はパネル調査の初期に集中しており，
調査を重ねると追加的に幸福度バイアスが生じ
る余地は小さくなる。

　本稿では，公募型調査のパネルデータを用い
て脱落率関数の推定を行った。そこで得られ
た最も重要な結果は，幸福度が脱落率と正に相
関し，幸福であるほど脱落しやすい可能性があ
るというものであった。この結果は，Kalton et 
al.（1990）の心理状態が良好であるほど脱落す
るという発見と整合的であるが，暴力行為・犯
罪行為が多い人や親からストレスを受けた人が
脱落しやすいというHsieh，Wu and Shih（2004）
とは相反する。そこで，幸福が脱落を促すメカ
ニズムについて議論しておこう。
　ミクロ経済理論に照らすと，行動が実行に移
されるか否かは，その行動がもたらす限界便益
と限界費用の大小関係に依存する。ここでパネ
ル調査の継続という行動を考えてみよう。パネ
ル調査を継続することによって得られる限界便
益としては，謝礼と回答すること自体から得ら
れる効用（回答の効用）などが考えられる。限
界費用としては，回答にかかる時間コスト（機会
費用）や心理的コスト（負担）が挙げられるだろう。
　まず，謝礼について考えよう。限界効用逓減
の法則を適用すれば，謝礼の限界便益は所得の
上昇とともに低下するので，幸福度の上昇とと
もに限界便益が低下する可能性はある。この推
測が正しければ，幸福度が高いと謝礼の限界便
益が低いため，調査から脱落する傾向が見られ
るはずである。しかし，謝礼の限界便益が所得
の上昇とともに低下するのであれば，世帯年収

5. 考察と今後の展望

表7　幸福度カテゴリの限界効果

各カテゴリの限界効果 カテゴリ間移動による変化
幸福度 男女計 男 女 幸福度 男女計 男 女

2 0.072 0.084 0.033 1→2 0.072 0.084 0.033
3 0.075 0.051 0.098 2→3 0.003 -0.033 0.065
4 0.124 0.132 0.107 3→4 0.049 0.081 0.009
5 0.153 0.184 0.109 4→5 0.030 0.052 0.002
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が顕著に高い層はそもそも含まれていない可能
性があり，心理的コストの高低は無視できるか
もしれない。
　以上の点を踏まえて，2節で紹介したHsieh，
Wu and Shih（2004）の結果と整合しないことに
ついて再び議論しておこう。まず，Hsieh，Wu 
and Shih（2004）の調査対象が10代であること
が影響しているかもしれないと考え，10歳刻み
の年齢階級別に推定を行ってみた。20代では
幸福度の影響は限界効果で0.027と推定された
が，10％水準でも有意でなかった。同様に，30代
では0.040（5%有意），40代で0.046（5%有意），50
代では0.082（1%有意），60代では-0.001（有意で
ない）と推定された。つまり，年齢や世代によっ
て脱落に対する幸福度の影響は異なる可能性が
ある。ただし，有意でないといっても，20代の
限界効果は依然として正であり，Hsieh，Wu and 
Shih（2004）の結果と完全に整合するわけでは
ない。この点に関連して，20代を調査対象とし
て公募型ウェブ調査の脱落率について検証した
山本（2019）は，病気や貧困といったリスク経験，
メンタルヘルスの悪化などが脱落を促す可能性
を指摘している。山本（2019）の要因は幸福度
そのものではないものの，幸福度と関係の深い
変数が悪化するほど調査から脱落すると解釈で
き，本稿の結果と整合的とは言えない。
　そこで，年齢によって幸福度の影響が異なる
可能性について議論しておこう。紙幅の制約から，
ここでは回答の効用に絞って考えてみる。本調
査のような政治的立場や経済政策に関する質問
は一般に若年層より壮年・老年層にアピールす
ると考えられるので，年齢－限界便益のプロファ
イルは右上がりとなる。ここで高い幸福度が回
答の効用を引き下げる可能性を思い出そう。こ
のとき，幸福度が高まると限界便益プロファイル
は下方にシフトするが，シフト幅は年齢によって
異なるかもしれない。例えば，若年世代はそも
そも政策に関心が乏しく，幸福度の高低による
回答の効用の差があまりないかもしれない。そ

の影響が有意になると予想されるにもかかわら
ず，表4～表6を見ると肝心の世帯年収が統計的
に有意ではない。
　次に，回答の効用について考えよう。モニター
調査に応募する人々は，調査に回答するという
行為から効用を得ている可能性がある。また，
応募する調査の内容に興味があり，興味のある
調査項目に回答することが効用をもたらしてい
るかもしれない。この点で，本調査の質問項目
の特殊性に留意が必要である。つまり，本稿で
用いた調査が政治的立場や経済政策に関する質
問を多く含むことから，現状に不満を持つ人ほ
ど積極的に回答した可能性が考えられる8）。こ
の場合，幸福度が高いと，本調査のような質問項
目に回答することから得られる限界便益が低く
なるのである。この点を明らかにするためには，
別のタイプの質問項目からなる調査と比較検討
することが必要である。なお，現状に対する経
済的な不満を表す「経済的満足度」の指標は脱
落率に有意な影響を及ぼさなかった。幸福度と
経済的満足度との違いについては今後の研究課
題として精査が必要となるだろう9）。
　限界費用としての時間コストはどうだろうか。
一般に時間コストは賃金率で表すことができる。
もし賃金率が高いほど幸福であれば，幸福であ
るほど限界費用が高くなって調査から脱落しや
すくなる。しかし，既述のように本稿の推定に
は世帯年収が含まれていることから，このよう
なメカニズムは世帯年収で表現されている。今
ひとつの可能性は，幸福な人々ほどレジャーで
忙しく，調査に協力できる時間が少ないという
ことである。もちろん，不幸な人々ほど通院や
メンタルケアで忙しいとの解釈もできる。これ
らの点を明らかにするためには，調査項目に生
活時間の詳細を組み込む必要があるだろう。
　残るは心理的コストである。常識的に不幸な
人々ほど心理的コストは高いと考えられるので，
本稿の推定結果とは整合しない。ただし，本調
査がモニター調査であることから，心理的コスト



社会と調査　NO.26（2021 年 3 月）

75

Refereed Paper

れに対して，壮年世代では，幸福であるほど政策
に関心が薄くなり，回答の効用は低下する。老
年世代はたとえ幸福度が高くても，政治や政策
への関心が高く，回答の効用はあまり変わらない。
　このように考えると，壮年世代で幸福度の影
響が強くなることを説明できるが，Hsieh，Wu 
and Shih（2004）のように逆向きの結果が得ら
れることをうまく説明できないという難点も
ある。また，このほかにも幸福度の影響に男女
差が存在する可能性がある。幸福度が脱落を
促す効果を男女で比べると，男性（表5）では
wave1→2のみ有意であるのに対して，女性（表
6）ではwave2→3でも10％水準で有意性を保っ
ている。男性に比べて，女性の脱落行動への影
響には持続性が見られるのである。1つの可能
性として，男女の働き方の違いから回答の時間
コストが異なる可能性が考えられるだろう。
　回答の便益と費用に関する以上の議論は推測

1） 坂本（2006）は，脱落ダミーを被説明変数とし
たプロビット分析から得たウェイトを結婚選択
問題に適用している。このウェイトによる補正
は結婚選択関数の推定結果に影響し，いくつか
の係数について補正前後の差が統計的に有意で
あった。

2）より広範なサーベイは萩原里紗・樋口（2015）に
譲る。

3）ほかにも13大都市を含む都道府県を選定する
ケース，三大都市圏と13大都市を合わせたケー
スを考えたが，いずれのケースでも推定結果は
大きく変わらない。

4）無職には，学生，浪人，専業主婦／主夫，家事手
伝い，年金受給者を含む。また，常勤は経営者・
役員，役職にかかわらず常時雇用の一般従業者
である。非常勤は臨時雇用，派遣社員が該当す
る。自由業・自営業には家族従業者も含まれる。

5）脱落率が最小となる年齢を推定値から計算する
と，概ね50代となる。

6）健康状態が男性のwave1→ 2で負，wave2→ 3で
正と逆の符号を持つこと，女性のwave2→ 3で
有意に負となることには留意すべきである。幸
福度を除いて健康状態のみを投入すると有意性
が消失することから，幸福度と健康状態の間に

関係があるかもしれないが，幸福度と健康状態
の相関係数は0.4程度に過ぎなかった。紙幅の
関係から，この点に関する分析は今後の課題と
したい。なお，健康状態を喫煙の有無に変更し
ても有意な結果は得られなかった。

7）幸福度以外の変数のうち5%水準で有意だった
ものは，いずれも女性限定でwave3からwave4
における安倍内閣支持度，wave2からwave3に
おける政治的立場のみであった。

8）説明変数は1期前の幸福度なので，厳密には1期
前に不幸（不満）という解釈になる。ただし，本
調査では個人の幸福度はあまり大きく変化しな
いことから，1期前に不幸であった者は今期も
引き続き不幸である可能性が高い。幸福度の変
化をwave間で追跡すると，いずれの期間でもカ
テゴリ不変が70%弱，± 1が30％弱，それより
変化幅の大きい者は5％に満たない。もちろん，
1期前の幸福から急に不幸になった者が脱落す
るという可能性は捨てきれないが，この点は今
後の調査計画の課題としたい。

9）小林・ホメリヒ（2014）によれば幸福度と生活満
足度は厳密には異なるものである。そうだとす
ると，幸福度と満足度で脱落率への影響は異な
るかもしれない。

注

に過ぎない。これらについて詳しく分析するた
めには，関連する質問項目を追加して調査設計
を行う必要があるだろう。また，本稿で使用し
たデータは公募型ウェブ調査であることにも留
意すべきである。2節で触れたように，公募型ウェ
ブ調査は無作為抽出の面接調査や郵送調査と異
なる特性を持つ可能性がある。本稿の結果が無
作為抽出データでも確認できるかどうかの検証
のためには，同じ調査内容でウェブ調査と無作
為抽出調査を比較するための調査設計が必要と
なる。これらの点については今後の課題としたい。
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